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全ての子育て家庭を対象とした保育の拡充
～「こども誰でも通園制度（仮称）」の創設～

〇「こども未来戦略方針」 ～次元の異なる少子化対策の実現のための「こども未来戦略」の策定に向けて～
（令和５年６月13日閣議決定）（抜粋）

２．全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充
（３）全ての子育て家庭を対象とした保育の拡充～「こども誰でも通園制度（仮称）」の創設～
○ ０～２歳児の約６割を占める未就園児を含め、子育て家庭の多くが「孤立した育児」の中で不安や悩みを抱え
ており、支援の強化を求める意見がある。全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとと
もに、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するため、現
行の幼児教育・保育給付に加え、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用
できる新たな通園給付（「こども誰でも通園制度（仮称）」）を創設する。具体的な制度設計に当たっては、基盤
整備を進めつつ、地域における提供体制の状況も見極めながら、速やかに全国的な制度とすべく、本年度中に未就
園児のモデル事業を更に拡充させ、2024年度からは制度の本格実施を見据えた形で実施する。

〇令和６年度概算要求事項

１ 総合的な子育て支援
（３）こども誰でも通園制度（仮称）の試行的実施 【事項要求】

・ こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた形での試行的実施について、「こども未来戦略方針」を
踏まえ、予算編成過程において検討する。
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論点（１）こども誰でも通園制度（仮称）の制度について①

こども誰でも通園制度（仮称）の制度については、子ども・子育て支援等分科会において議論することとしている
が、本検討会において試行的事業実施の在り方を検討する前提として、現在検討している制度の概要を、下記のと
おりお示しする。
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制度の全体像

給付制度の立て付け • 現行の「子どものための教育・保育給付」とは別に、新たに「〇〇給付（名称は精査中）」を子ども・子育
て支援法に設けることを想定。

利用対象者の認定 • 対象者の市町村による認定の仕組みを、子ども・子育て支援法に設けることを想定。
• ただし、認定は、保育所、認定こども園、地域型保育事業等に通っていない児童（未就園児）であるかを確
認するといった市町村の負担が少ない形とする。

（注）０歳６か月までは伴走型支援や産後ケア事業等で対応することを想定し、こども誰でも通園制度では０歳６か月
～２歳児の未就園児のいるすべての家庭を対象とすることを想定

事業実施者の指定 • 本制度を行う事業者について、保育所、認定こども園、地域型保育事業所、幼稚園、地域子育て支援拠点な
ど、幅広い事業者において行うことを想定しており、本制度を行う事業者について市町村が指定する仕組み
を、子ども・子育て支援法に設けることを想定。

契約の仕組み • 本制度の利用に当たっては、市町村による調整を行うのではなく、利用者と事業実施者との直接契約で行う
ことを想定。

公定価格の仕組み • 「子どものための教育・保育給付」の公定価格の仕組みとは別に、新たに「〇〇給付（名称は精査中）」の
運営費に係る補助をする給付を設けることを想定。

• 利用者負担については、事業者において徴収することを想定。

その他 • 一時預かり事業は、こども誰でも通園制度と異なり、利用対象者は未就園児だけではなく、日常生活上の突
発的な事情や社会参加などにより、一時的に家庭での保育が困難となった場合などにおいて、保育所等で乳
幼児を一時的に預かり、必要な保護を行う事業であるため、引き続き現行の事業を継続させる必要がある。
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〇 市町村において、地域の実情を踏まえた事業実施に向けて検討しなければならないことは何か

〇 市町村は、将来的な給付化も見据え、地域における預かりの提供可能量を把握した上で、計画的な提供体制の整備
を行っていただく必要があるのではないか。

〇 具体的には、各市町村において、０歳６か月～２歳の未就園児数から、受け入れに必要な定員数を算出し、必要整
備量の見込みの把握を行っていただく必要がある。
また、各市町村において、保育所、認定こども園、幼稚園、地域型保育事業所、地域子育て支援拠点事業所等でこ

ども誰でも通園制度を実施することを想定し、地域でどのように提供体制を整備していくのか検討を開始いただく必
要がある。

〇 その上で、きめ細かなニーズに対応できるよう、現行の子育て支援事業や一時預かり事業、市町村独自のこどもの
預かりに関する事業との関係など、地域の実情を踏まえた各事業の展開を行う必要があるのではないか。

論点

論点（4）その他②
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